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JICA事業の
概況

2008年度のJICA事業概要
日本のODA実績とJICA事業
　日本の2008年（暦年）におけ
るODA実績（東欧、卒業国および
EBRD向けを含む暫定値）は、総額
175億9,673万ドル（1兆8,213
億円）です。このうち技術協力につ
いては、30億5,785万ドル（3,165
億円）の半分近くを占める1,508
億円 がJICA実施分 で、前年度比
3.2％の微増となっています。
　また、2008年10月からJICA
が実施することとなった一部の無
償資金協力については、計82件、
G/Aベースで合計約371億円の
新規案件が締結されました。政府

貸付等のうち、2008年10月の新
JICA誕生後（平成20年度下半期）
における円借款の供与実績は計37
件、新規承諾額は合計6,137億円
（L/Aベース）となりました。なお、
2008年度の通期実績としては、新
規承諾が計54件、L/Aベースの新
規承諾額は合計9,294億円です（詳
細はP.198をご参照ください）。

JICA事業規模
　2008年10月の新JICA誕生に
より、従来の技術協力に加えて円借
款と無償資金協力の一部がJICA
の事業となりました。この結果、
JICAが担当するそれぞれの事業規

模は、毎年の増減はあるものの3ス
キームを合わせて1兆円を超える
事業規模となりました。

形態別人数実績の推移
　2008年度のJICA事業の人数実
績を形態別に見ると、研修員受入（新
規）が3万6,319人、専門家派遣（新
規）が4,597人、調査団派遣（新規）
が4,624人、青年海外協力隊派遣（新
規）が1,365人、その他ボランティ
ア派遣（新規）が492人でした。
　2001年以降の形態別人数実績は、
図表‒9のとおりです。

地域別の実績構成比
　2008年度にJICAが実施した
技術協力について、その地域別の実
績を見てみると、アジア44.28％、
アフリカ25.60％、北米・中南米

図表-8　過去10年間のJICA予算の推移
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2009 年度は一般勘定分（有償資金協力勘定の 21 年度資金
計画および収入支出予算等は除く）。  

図表‒7　2008年度JICA事業規模
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図表-6　日本のODA実績とJICA事業
（単位：億円）

項目 年（暦年） 2008年 2007年
技術協力経費（ODAに占める割合） 3,165 17.38% 3,098 19.19%
  うちJICA実績 
（技術協力経費に占める割合）

1,508 47.65% 1,461 47.16%

  研修員 237 192
  専門家 196 202
  調査団 200 230
  協力隊 159 159
  その他ボランティア 44 49
  機材供与 44 42
  その他 630 588
無償資金協力 4,930 4,024
政府貸付等 -1,102 -243
政府開発援助支出総額 18,213 16,140
東欧、卒業国およびEBRD向け実績を含む。2008年の日本の実績は暫定値。

※1 一般勘定計画予算額。
※2 有償資金協力出融資計画額。
※3  JICAが実施促進または実施監理を行う新規G/A締結分の供与総額。

　カンボジア日本友好橋（カンボジア）
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16.72％の順で割合が大きく、特に
近年はアフリカ向けの実績が伸び
ています（図表‒12‒A）。
　ま た、2008年度 の 新規分 に
かかる円借款の地域別実績は図
表‒12‒B、無償資金協力 は 図表
‒12‒Cのとおりです。アフリカに
対する無償資金協力が46.82％、
そして、アジアに対する円借款が
75.59％と、比較的高い割合を占め

ていることがわかります。

分野別の実績構成比
　2008年度にJICAが実施した技
術協力について、その実績を分野別
に見ると、農林水産、公共・公益事業、
計画・行政、人的資源、保健・医療の
順に協力の実績が高くなっています。
　円借款については、鉄道・道路・
港湾など運輸分野への協力案件が

多く、次いで社会的サービスにかか
る協力の割合が高くなっています
（詳細は、事業実績データをご覧く
ださい）。
　無償資金協力については、水資源
開発、教育、保健・医療、社会基盤整備、
環境といった社会的サービス、次い
で農林水産業、運輸分野への協力の
割合が高くなっています。
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図表‒9　形態別の人数実績の推移
（人）

※1. 1954～2008年度累計　※2. 1957～2008年度累計　※3. 1955～2008年度累計　
※4. 1965～2008年度累計　※5. 1999～2008年度累計（内訳は、シニア海外ボランティア、日系社会シニア・ボランティ
ア、国連ボランティア、　日系社会青年ボランティア。これらは1998年度までは、他の形態の実績として集計されている）・
移住者送出は1995年度で終了。1952～1995年度の累計は73,437人である。
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2008 年 10 月から円借款を JICA が担当。
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図表-10
過去10年間の円借款承諾額の推移
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2008 年 10 月以降、JICA が担当する
当該年度の新規 L/A 締結分の総額
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図表-11
過去10年間の無償資金協力の事業規模
の推移
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2007 年度までは実施促進担当分。2008 年 10 月から
一部の無償資金協力の事業監理も JICA が担当。 

（億円）

（年度）

JICA が実施促進を行った当該年度の
案件 E/N ベースの総額
2008 年 10 月以降、JICA が実施監理
を行う当該年度の案件 E/N ベースの
総額（G/A ベースでは 370 億円）

図表‒12　地域別の実績構成比※1

A 技術協力※1 

アジア
44.28％ 
（473.55）

中東
7.44％ 
（79.58）

アフリカ
25.60％ 
（273.83）

北米・中南米
16.72％ 
（178.81）

欧州 2.39％（25.53）

大洋州 3.58％ （38.24）

（単位：％／億円）

※3：G/Aベース。

C 無償資金協力※3（新規分）

アジア
30.85％ 
（114.45）

中東
6.01％ 
（22.31）

アフリカ
46.82％ 
（173.69）

北米・中南米
11.07％ 
（41.06）

大洋州 5.24％ （19.43）

※2：L/Aベース。

※1：ボランティア派遣、緊急援助隊にかかる経費を含む。

B 円借款※2（新規分）

中東
12.71％ 

（1,180.91）

アジア
75.59％ 

（7,025.07）

欧州 5.17％（480.53）
アフリカ 1.30％ （120.51）

北米・中南米 1.78％ （165.81）
その他 3.45％ （321.00）

図表-13　分野別の実績構成比
A 技術協力※1 

計画・行政
12.65％ 
（190.77）

公共・
公益事業
12.76％ 
（192.50）

農林水産
12.77％ 
（192.61）

その他
32.11％ 
（484.21）

人的資源
12.07％ 
（182.09）

保健・医療
9.01％ 

（135.90）

商業・観光 2.06％（31.00）

エネルギー 2.13％（32.09） 社会福祉 1.53％（23.03）

鉱工業 2.46％ （37.05）

（単位：％／億円）

C 無償資金協力※3（新規分）

運輸
9.13％ 
（33.88）

農林水産業
32.57％ 
（120.80）

社会的サービス
48.39％ 
（179.50）

農業土木 0.07％ （0.25）

その他
8.44％ 
（31.31）

電力 1.40％ （5.20）

B 円借款※2（新規分）

社会的サービス
28.06％ （2,608）

電力・ガス
11.89％ 
（1,105）

運輸
44.24％ 
（4,112）

商品借款等
6.52％ 
（606）

鉱工業 3.23％（300）灌漑・治水・干拓 2.03％ （189）

農林水産業 0.56％ （52） その他  3.45％ （321）

※1：ボランティア派遣、緊急援助隊にかかる経費を含む。

※2：L/Aベース。

※3：G/Aベース。


